
評価対象施策数 68施策
評価対象事業数 576事業※

※継続事業…531事業、新規事業…25事業
　補正予算事業（新規）…20事業（12月補正まで）

事務事業評価結果
◆継続事業 ◆継続事業評価結果

方向性

●「拡充」とした主な事業
・市史編さん事業
・新幹線建設推進事業（新幹線関連事業）
・広報活動事業
・コンビニ収納事業
・特定健康診査等事業（国保健康診査事業）
・要保護児童対策事業
・包装容器回収事業
・高品質肉用牛導入事業
・森林整備地域活動支援事業
・歴史観光立市推進事業
・心のケア充実対策事業
・図書等整備事業
・放課後子ども教室推進事業
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◆新規事業
方向性
採　　　用
不　採　用
計

24
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事業数

現状維持
65%

その他の見直し
23.5%

終了 4.7%

拡充 4.9%

終期設定 0.9% 廃止 0.4%

縮小 0.6%

●「縮小」とした主な事業
・障害者医療費助成事業
・母子・寡婦等医療費助成事業

●新規事業として採用した主な事業
・歯っぴいスマイル健診事業
・農地有効利用支援整備事業
・保育所施設耐震診断事業
・大村市バイオマス活用推進基本計画策定事業

●不採用とした事業
・陸上競技場大規模改修事業

●「終了」とした主事業
・選挙システム導入事業
・庁舎等改修事業（グリーンカーテン施工事業）
・ハザードマップ作成・配付事業
・お口の健康チェック事業
・敬老記念品支給事業
・アワビ養殖施設整備事業
・旧円融寺庭園保全事業

●「終期設定」とした事業
・第２子目保育料軽減事業

●「廃止」とした主な事業
・「子育てネット話してみゅーか」事業
・母子等支援事業（母子・寡婦福祉連合会助成事業）

★各事業の評価表は、市役所1階の情報コーナー、各住民センターおよび市ホームページで公表しています。
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　市では、皆さんから納めていただいた市税などを財源として、補助金の交付などさまざま
な行政サービスを実施しています。
　これまでも、市税の滞納がある人については、一部の行政サービスについて利用の制
限を実施してきました。
　今回、受益と負担の原則をさらに明確にし、税負担の公平性を確保するため、市税滞
納者（特別な事情がある場合を除く）に対する行政サービスの制限を拡大します。

市
税
の
滞
納
者
に
対
す
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
制
限
を
拡
大
し
ま
す

4
月
1
日
か
ら

新たに制限する行政サービス

制限を実施している行政サービス 納税状況の確認について

行政サービスの名称

補助金

貸付金の融資・利子補給

その他

スポーツ認定指導者育成事業助成金

心身障害者おでかけサポート事業（助成）

在宅老人等生活環境改善事業補助金

野菜栽培施設整備事業補助金

野菜品質向上対策整備事業補助金

鳥獣被害防止総合対策事業補助金

高齢者肉用牛飼育奨励事業補助金

受精卵牛増頭対策事業補助金

大村市ベンチャー企業創出支援事業補助金

大村市コールセンター補助金

オフィスパーク大村企業立地補助金

地域げんき課

障害福祉課

長寿介護課

農業水産課

商工振興課

入札参加資格審査申請※1

指定管理者の募集

中小企業振興資金融資

中小企業退職共済事業補助金

中小企業振興事業費補助金

中心商店街テナントミックス事業補助金

一般廃棄物収集運搬業の許可

一般廃棄物処分業の許可

街なみ整備助成事業補助金

市営住宅入居資格

水洗便所改造資金融資あっ旋

※1　従来どおり「市税全般に滞納がない証明」の添付が必要です。

契　約　課

企画政策課

商工振興課

清　掃　課

都市計画課

建築住宅課

水　道　局

担当課

行政サービスの名称 担当課

行政サービスの名称

生ごみ処理機器購入補助金

屋外広告物整備助成事業補助金

高齢者向け優良賃貸住宅事業建設等事業補助金

私立幼稚園就園奨励費補助金（公立幼稚園含む）

合併処理浄化槽設置費補助金

合併処理浄化槽維持管理費補助金

地域総合整備資金貸付（ふるさと融資）

農業経営基盤強化資金利子補給補助金

農業振興資金利子補給補助金

普通財産の売却

環境保全課

都市計画課

建築住宅課

教育総務課

水　道　局

企画政策課

農業水産課

用地管財課

担当課

　補助金などの申請時に、市役所内
部での照会による確認を承諾していた
だければ市税に滞納がない証明（税
務課発行）の添付は必要ありません。
ただし、内部照会による確認を承諾さ
れない場合や市役所以外での機関で
申請される場合は、添付が必要となり
ます。
　詳しくは、それぞれの担当課へお問
い合わせください。

■納税に関する問い合わせ
　税務課（内線225）、収納課（内線126）
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